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〇 農地中間管理機構関連農地整備事業実施要領（平成30年３月30日付け29農振第2690号農林水産省農村振興局長通知） 

一部改正新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

第６ その他 

１ （略） 

２ 土地改良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という。）

第91条の２第６項第１号（農業経営基盤強化促進法（昭和55

年法律第65号。以下「基盤法」という。）第22条の６の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。以下同じ。）から第３号

までのいずれかに掲げる者が、法第87条の３第７項（法第96

条の４第１項において準用する場合を含む。）において準用す

る法第87条第５項の規定による事業計画を定めた旨を公告し

た日（以下「事業計画公告日」という。）から、工事の完了に

つき法第113条の３第３項の規定による公告があった日（その

公告において工事完了の日が示されたときは、その示された

日）の属する年度の翌年度から起算して８年を経過しない間

に、法第91条の２第６項第１号から第３号までのいずれかに

該当する行為をした場合には、補助金の返還措置を講ずるも

のとする。ただし、次に掲げるときを除く。 

第６ その他 

１ （略） 

２ 土地改良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という。）

第91条の２第６項第１号（農業経営基盤強化促進法（昭和55

年法律第65号）第22条の６の規定により読み替えて適用する

場合を含む。以下同じ。）及び第２号のいずれかに掲げる者

が、法第87条の３第７項において準用する法第87条第５項の

規定による事業計画を定めた旨を公告した日から、工事の完

了につき法第113条の３第３項の規定による公告があった日

（その公告において工事完了の日が示されたときは、その示

された日）の属する年度の翌年度から起算して８年を経過し

ない間に、法第91条の２第６項第１号及び第２号のいずれか

に該当する行為をした場合には、次に掲げるときを除き、補

助金の返還措置を講ずるものとする。 

 

（１）土地収用法（昭和26年法律第219号）第26条第１項の規定

による告示（他の法律の規定による告示又は公告で同項の

規定による告示とみなされるものを含む。）に係る事業の用

又は本事業の計画において予定する用に供する場合 

（２）（略） 

（１）土地収用法（昭和26年法律第219号）第26条第１項の規定

による告示（他の法律の規定による告示又は公告で同項の

規定による告示とみなされるものを含む。）に係る事業の用

に供する場合 

（２）（略） 

（３）法第91条の２第６項第１号のハに該当する場合であっ （３）機構に農業の経営又は農作業の委託をした者が、当該委
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て、次に掲げる全ての条件を満たす場合 

ア 当該農地について、引き続き、次に掲げるいずれかを

満たすこと 

（ア）事業計画を定めた旨を公告した日以降において、農

地中間管理権の設定期間及び機構に農業の経営又は農

作業の委託をした期間の合計が15年以上あること 

（イ）機構により所有権が取得されること 

イ アの各期間が連続していること又は地方農政局長等が 

補助金を返還させないことを相当と認めること 

託の解除をした場合であって、引き続き当該委託の解除に

係る土地について農地中間管理権を設定した場合におい

て、事業計画を定めた旨を公告した日から、当該農地中間

管理権の存続期間と当該委託の期間とを合算した期間が15

年以上である場合 

（４）（略） 

３～５ （略） 

（４）（略） 

３～５ （略） 

 

 

 

別紙１（農地整備事業に係る運用） 

 

第２ 定義 

本事業に係る次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定める

ところによる。 

１・２ （略） 

３ 担い手 地域計画（基盤法第19条に規定する地域計画をい

う。以下同じ。）のうち目標地図（基盤法第19条第３項の地図

をいう。以下同じ。）に位置付けられた者であって、次に定め

る基準のいずれかを満たす経営体をいう。 

なお、目標地図に位置付けられた者には、要綱第３の２の

ただし書きに規定されている原子力被災12市町村及び令和６

年能登半島地震の被災市町村にあっては、実質化された人・

別紙１（農地整備事業に係る運用） 

 

第２ 定義 

本事業に係る次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定める

ところによる。 

１・２ （略） 

３ 担い手 次に定める基準のいずれかを満たす経営体をい

う。 
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農地プラン（人・農地プランの具体的な進め方について（令

和元年６月26日付け元経営第494号農林水産省経営局長通知）

２の（１）の実質化された人・農地プランをいう。）に位置付

けられた中心経営体を含むものとする。 

（１）認定農業者（基盤法第12条第１項に基づき、市町村から

経営改善計画の認定を受けた経営体、又は、基盤法第23条

第４項に規定する特定農業法人をいう。）であること 

 

 

（２）・（３）（略） 

４～９ （略） 

 

（１）認定農業者（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第

65号。以下「基盤法」という）第12条第１項に基づき、市

町村から経営改善計画の認定を受けた経営体、又は、基盤

法第23条第４項に規定する特定農業法人をいう。）であるこ

と 

（２）・（３）（略） 

４～９ （略） 

 

第４ 事業実施主体 

要綱第４の農村振興局長が別に定める者は、次の各号に掲げ

る事業ごとにそれぞれ当該各号に掲げるものとする。 

１ 農業生産基盤整備事業、農業生産基盤整備附帯事業、営農

環境整備事業及び機構集積推進事業 都道府県又は市町村 

２ 農業経営高度化支援事業のうち指導事業 都道府県、市町

村又は都道府県土地改良事業団体連合会 

３～５ （略） 

第４ 事業実施主体 

要綱第４の農村振興局長が別に定める者は、次の各号に掲げ

る事業ごとにそれぞれ当該各号に掲げるものとする。 

１ 農業生産基盤整備事業、農業生産基盤整備附帯事業、営農

環境整備事業及び機構集積推進事業 都道府県 

２ 農業経営高度化支援事業のうち指導事業 都道府県又は都

道府県土地改良事業団体連合会 

３～５ （略） 

 

第５ 採択要件 

農地整備事業に係る要綱第６の２の農村振興局長が別に定め

る要件は、次に定めるとおりとする。 

１ 共通事項 

（１）農地中間管理権等 

第５ 採択要件 

農地整備事業に係る要綱第６の２の農村振興局長が別に定め

る要件は、次に定めるとおりとする。 

１ 共通事項 

（１）農地中間管理権等 
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事業施行地域内農用地の全てについて、機構が農地中間

管理権若しくは所有権を有すること又は地域計画の区域内

において農業の経営若しくは農作業（以下「農業経営等」

という。）の委託を受けていること。 

 

（２）受益面積 

ア 事業施行地域内農用地の面積の合計が、おおむね10ヘ

クタール（中山間地域で実施する場合又は事業実施主体

が市町村である場合は、おおむね５ヘクタール）以上で

あることとし、その算入範囲は大字を単位（ただし、営

農上の一体性がある場合は、その範囲）とすることを基

本とする。 

事業施行地域内農用地の全てについて、機構が農地中間

管理権を有すること又は地域計画（基盤法第19条に規定す

る地域計画をいう。）の区域内において農業の経営若しくは

農作業（以下「農業経営等」という。）の委託を受けている

こと。 

（２）受益面積 

ア 事業施行地域内農用地の面積の合計が、おおむね10ヘ

クタール（中山間地域にあっては、おおむね５ヘクター

ル）以上であることとし、その算入範囲は大字を単位

（ただし、営農上の一体性がある場合は、その範囲）と

することを基本とする。 

イ （略） イ （略） 

（３）農地中間管理権等の設定期間 

事業施行地域内農用地（機構が農地中間管理権を有す

る、又は、農業経営等の委託を受けているものに限る。）

について、事業計画公告日において有する農地中間管理権

の全ての存続期間若しくは残存期間又は当該公告があった

日において委託を受けている農業経営等の全てに係る委託

の期間が15年以上であること。 

なお、機構が所有権を有する事業施行地域内農用地につ

いて、事業計画公告日から起算して15年を経過しない間

に、機構から所有権が移転された場合又はそれが承継され

た場合、当該公告日から15年以上の期間となる農地中間管

理権の設定を行うものとする。 

（３）農地中間管理権等の設定期間 

事業施行地域内農用地について機構が法第87条の３第７

項において準用する法第87条第５項の規定による公告があ

った日において有する農地中間管理権の全ての存続期間若

しくは残存期間又は当該公告があった日において委託を受

けている農業経営等の全てに係る委託の期間が15年以上で

あること。 

（４）（略） （４）（略） 
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２ 一般型 

（１）担い手への集団化等 

ア （略） 

イ 事業実施前から目標年度（事業完了後５年以内）にか

けて、担い手の農地利用集積率（事業施行地域内農用地

に占める担い手の経営等農用地面積の割合。以下同じ。）

及び担い手の農地集約化率（事業施行地域内農用地に占

める担い手の集約化面積の割合。以下同じ。）がそれぞれ

おおむね50パーセントポイント以上向上すること。ただ

し、次に掲げる要件を全て満たす場合は、この限りでな

い。 

（ア）目標年度において、次のいずれかを満たすこと。 

ａ・ｂ （略） 

２ 一般型 

（１）担い手への集団化等 

ア （略） 

イ 事業実施前から目標年度（事業完了後５年以内）にか

けて、担い手の農地利用集積率（事業施行地域内農用地

に占める担い手の経営等農用地面積の割合。以下同じ。）

及び担い手の農地集約化率（事業施行地域内農用地に占

める担い手の集約化面積の割合。以下同じ。）がそれぞれ

おおむね50パーセントポイント以上向上すること。ただ

し、次に掲げる要件を全て満たす場合は、この限りでな

い。 

（ア）目標年度において、次のいずれかを満たすこと。 

ａ・ｂ （略） 

ｃ 受益面積の３割以上の作付を麦・大豆等の畑作物

（経営所得安定対策等実施要綱（平成23年４月１日

付け22経営第7133号農林水産事務次官依命通知）の

別紙２に規定する畑作物をいう。以下同じ。）に転換

し、かつ、当該作物の面積当たりの収量が20パーセ

ント以上向上すること。 

（新設） 

（イ）・（ウ）（略） （イ）・（ウ）（略） 

（２）収益性の向上 

事業完了後５年以内（果樹等については10年以内）に定

める目標年度において、事業施行地域内農用地における収

益性が20パーセント以上向上すること。ただし、収益性の

向上に係る要件の細目については、次のいずれかを満たす

こととする。 

（２）収益性の向上 

事業完了後５年以内（果樹等については10年以内）に定

める目標年度において、事業施行地域内農用地における収

益性が20パーセント以上向上すること。ただし、収益性の

向上に係る要件の細目については、次のいずれかを満たす

こととする。 
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ア （略） 

イ 担い手の農地利用集積率及び担い手の農地集約化率が

それぞれおおむね50パーセントポイント向上する地区に

ついて、生産コストが20パーセント以上削減され、か

つ、米の作付が行われる場合には、２の（１）のイの

（ア）のａ又は麦・大豆等の畑作物の作付けが行われる

場合には、２の（１）のイの（ア）のcのいずれかを満た

すことが見込まれること。 

ア （略） 

イ 担い手の農地利用集積率及び担い手の農地集約化率が

それぞれおおむね50パーセントポイント向上する地区に

ついて、生産コストが20パーセント以上削減され、か

つ、米の作付が行われる場合には、２の（１）のイの

（ア）のａを満たすことが見込まれること。 

ウ 担い手の農地利用集積率及び担い手の農地集約化率が

それぞれおおむね50パーセントポイント向上しない地区

について、生産コストが20パーセント以上削減され、か

つ、２の（１）のイの（ア）のａ、ｂ又はcのいずれかを

満たすことが見込まれること。 

ウ 担い手の農地利用集積率及び担い手の農地集約化率が

それぞれおおむね50パーセントポイント向上しない地区

について、生産コストが20パーセント以上削減され、か

つ、２の（１）のイの（ア）のａ又はｂのいずれかを満

たすことが見込まれること。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

 

第６ 計画の作成 

１ 集積・集団化等促進基盤整備計画 

（１）事業実施主体は、別記様式第１号により、要綱第５の集

積・集団化等促進基盤整備計画（以下「整備計画」とい

う。）を作成するものとする。 

（２）事業実施主体は、整備計画の策定に当たっては、機構の

長及び市町村長の協力のもと、機構法に基づき都道府県が

作成する「農地中間管理事業の推進に関する基本方針」並

びに基盤法に基づき都道府県が作成する「農業経営基盤の

強化の促進に関する基本方針」及び市町村が作成する基本

構想を踏まえることとする。 

 

第６ 計画の作成 

１ 集積・集団化等促進基盤整備計画 

（１）都道府県知事は、別記様式第１号により、要綱第５の集

積・集団化等促進基盤整備計画（以下「整備計画」とい

う。）を作成するものとする。 

（２）都道府県知事は、整備計画の策定に当たっては、機構の

長及び市町村長の協力のもと、機構法に基づき都道府県が

作成する「農地中間管理事業の推進に関する基本方針」並

びに基盤法に基づき都道府県が作成する「農業経営基盤の

強化の促進に関する基本方針」及び市町村が作成する基本

構想を踏まえることとする。 
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（３）事業実施主体は、整備計画における収益性向上計画の策

定に当たっては、高収益作物への転換等による販売額の向

上や農地の大区画化等による生産コストの削減によって収

益性の向上を図るための具体的な取組方針を盛り込むもの

とする。 

（４）事業実施主体は、整備計画における推進体制整備計画の

策定に当たっては、機構と連携し、市町村、農業委員会、

土地改良区等の関係機関及び担い手の意見を聴取し、担い

手による農用地利用が継続的に図られる体制を盛り込むも

のとする。なお、集落における話合い等において、必要に

応じて、事業実施区域の設定に当たり農用地の保全を図る

取組（放牧等の粗放的管理、鳥獣緩衝帯の整備、林地化

等）について話し合うこととする。 

（３）都道府県知事は、整備計画における収益性向上計画の策

定に当たっては、高収益作物への転換等による販売額の向

上や農地の大区画化等による生産コストの削減によって収

益性の向上を図るための具体的な取組方針を盛り込むもの

とする。 

（４）都道府県知事は、整備計画における推進体制整備計画の

策定に当たっては、機構と連携し、市町村、農業委員会、

土地改良区等の関係機関及び担い手の意見を聴取し、担い

手による農用地利用が継続的に図られる体制を盛り込むも

のとする。なお、集落における話合い等において、必要に

応じて、事業実施区域の設定に当たり農用地の保全を図る

取組（放牧等の粗放的管理、鳥獣緩衝帯の整備、林地化

等）について話し合うこととする。 

２ 高付加価値農業振興計画 

事業実施主体は、高付加価値農業の営農に必要な単独水源

の新設、廃止若しくは変更又は高付加価値農業施設移転等事

業を行うときは、次に定めるところにより、高付加価値農業

振興計画を作成するものとする。 

（１）・（２）（略） 

２ 高付加価値農業振興計画 

都道府県知事は、高付加価値農業の営農に必要な単独水源

の新設、廃止若しくは変更又は高付加価値農業施設移転等事

業を行うときは、次に定めるところにより、高付加価値農業

振興計画を作成するものとする。 

（１）・（２）（略） 

３ 営農環境整備事業に係る計画 

（１）事業実施主体は、営農環境整備事業を行うときは、必要

に応じ次の事項に係る計画を定めるものとする。 

ア～カ （略） 

（２）（略） 

４ （略） 

３ 営農環境整備事業に係る計画 

（１）都道府県知事は、営農環境整備事業を行うときは、必要

に応じ次の事項に係る計画を定めるものとする。 

ア～カ （略） 

（２）（略） 

４ （略） 
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第７ 事業の申請 

１ 市町村が事業実施主体となる場合の事業採択の申請につい

ては、以下のとおりとする。 

（１）市町村長は、都道府県が指定する期日までに、第６によ

り作成された整備計画を都道府県知事に提出し、都道府県

知事はこれを確認の上、２に定める場合を除き、事業の採

択を希望する年度の前年度の11月末日までに、地方農政局

長等に事業採択申請書等を提出するものとする。 

（２）都道府県知事は、事業採択通知書の交付を受けたとき

は、速やかに（１）による申請を行った市町村長にその旨

を通知するものとする。 

第７ 事業の申請 

（新設） 

２ （略） 

３ ２の（１）の場合において、翌年度の採択を希望して事業

採択申請書等を既に提出した地区については、要綱第７の１

の事業採択申請書等を提出したものとみなす。また、事業採

択申請書等を未提出の地区については、都道府県知事は、２

の（１）の場合が生じた後、遅滞なく事業採択申請書等を提

出するものとする。 

４ ２の（２）の場合においては、都道府県知事は、災害又は

突発事故が発生した後、遅滞なく事業採択申請書等を提出す

るものとする。 

５ （略） 

 

１ （略） 

２ １の（１）の場合において、翌年度の採択を希望して事業

採択申請書等を既に提出した地区については、要綱第７の１

の事業採択申請書等を提出したものとみなす。また、事業採

択申請書等を未提出の地区については、都道府県知事は、１

の（１）の場合が生じた後、遅滞なく事業採択申請書等を提

出するものとする。 

３ １の（２）の場合においては、都道府県知事は、災害又は

突発事故が発生した後、遅滞なく事業採択申請書等を提出す

るものとする。 

４ （略） 

 

第８ 計画の変更等 

１ 都道府県が事業実施主体となる場合、都道府県知事は、次

に掲げる変更があった場合には、その内容を踏まえて、整備

第８ 計画の変更等 

１ 都道府県知事は、次に掲げる変更があった場合には、そ

の内容を踏まえて、整備計画の変更を行うとともに、翌年
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計画の変更を行うとともに、翌年度の11月末日までに地方農

政局長等にその旨を報告するものとする。なお、その報告

は、別記様式第４号によるものとする。 

度の11月末日までに地方農政局長等にその旨を報告するも

のとする。なお、その報告は、別記様式第４号によるもの

とする。 

（１）～（４）（略） （１）～（４）（略） 

２ 市町村が事業実施主体となる場合、市町村長は、１に掲げ

る変更があった場合には、その内容を踏まえて、整備計画の

変更を行うとともに、変更した整備計画を都道府県知事に提

出し、都道府県知事はこれを確認の上、地方農政局長等に事

業変更申請書を提出するものとする。なお、その報告は、別

記様式第４号によるものとする。 

（新設） 

３ （略） ２ （略） 

 

第９ 事業の達成状況報告 

１ 都道府県が事業実施主体となる場合、都道府県知事は、次

に定めるところにより、集積・集団化等促進基盤整備計画達

成状況報告書を取りまとめ、地方農政局長等に報告するもの

とする。 

 

第９ 事業の達成状況報告 

都道府県知事は、次に定めるところにより、農地整備事業の

進捗及び達成状況を取りまとめ、地方農政局長等に報告するも

のとする。 

（削る。） １ 集積・集団化等促進基盤整備計画達成状況報告書 

（１）～（３）（略） 

（４）（３）の整備計画の見直しに当たっては、指導を受けた内

容に係る項目について、指導を受けた年度の翌年度から目

標年度までの毎年度の目標値を設定することとし、当該目

標値の達成状況について、（１）に掲げる報告と併せて、地

方農政局長等に報告するものとする。 

（１）～（３）（略） 

（４）（３）の整備計画の見直しに当たっては、指導を受けた年

度の翌年度から目標年度までの毎年度の農地集団化率の目

標値について、整備計画における農用地の集団化計画にお

いて設定することとし、当該目標値の達成状況について、

（１）に掲げる報告と併せて、地方農政局長等に報告する

ものとする。 

２ 市町村が事業実施主体となる場合、農地整備事業の進捗及 （新設） 
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び達成状況の報告については、以下のとおりとする。 

（１）市町村長は、事業の進捗及び達成状況について、農業生

産基盤整備事業等が完了した年度から目標年度までの毎年

度、当該進捗及び達成状況を調査し、都道府県が指定する

期日までに、別記様式第５号により集積・集団化等促進基

盤整備計画達成状況報告書を都道府県知事に報告し、都道

府県知事はこれを確認の上、地方農政局長等に集積・集団

化等促進基盤整備計画達成状況報告書を提出するものとす

る。 

（２）地方農政局長等は、本事業の進捗及び達成状況が十分で

ないと認められるときは、市町村長に対し、改善措置を講

じるよう指導できるものとする。 

（３）市町村長は、（２）の指導を受けた場合には、目標の達成

に向けて、整備計画を見直し、指導を受けた年度の３月末

日までに、（１）の手続に準じて、当該計画を地方農政局長

等に報告するものとする。 

（４）（３）の整備計画の見直しに当たっては、指導を受けた内

容に係る項目について、指導を受けた年度の翌年度から目

標年度までの目標値を設定することとし、当該目標値の達

成状況について、（１）に掲げる報告と併せて、地方農政局

長等に報告するものとする。 

３ 水田貯留機能向上支援事業又は水田貯留機能向上推進事業

を実施する地区にあっては、都道府県知事は、次に定めると

ころにより、水田貯留機能向上計画達成状況報告書を取りま

とめ、地方農政局長等に報告するものとする。 

２ 水田貯留機能向上計画達成状況報告書 

 

（１）都道府県知事は、農業生産基盤整備事業等の完了年度及 （１）水田貯留機能向上支援事業又は水田貯留機能向上推進事
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び第６の４に示す水田貯留機能向上計画に位置付けられた

目標年度に、水田貯留機能向上の取組の実施状況を調査

し、翌年度の６月末日までに、別記様式第７号により地方

農政局長等に報告するものとする。 

業を実施する地区にあっては、都道府県知事は、農業生産

基盤整備事業等の完了年度及び第６の６に示す水田貯留機

能向上計画に位置付けられた目標年度に、水田貯留機能向

上の取組の実施状況を調査し、翌年度の６月末日までに、

別記様式第７号により地方農政局長等に報告するものとす

る。 

（２）（略） （２）（略） 

  

第10 助成 第10 助成 

 １～９ （略） １～９ （略） 

10 水田貯留機能向上推進事業の助成単価は、当該事業種類に

係る事業の受益面積（施工対象の耕地面積）又は施工延長

に、農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成30年３月30

日付け29農振第2605号、29生畜第1500号農林水産省農村振興

局長・生産局長通知。）別紙５別表２（以下「競争力要領別紙

５別表２」という。）に規定された次の助成単価を乗じた額の

合計を補助事業者に助成するものとする。 

（１）畦畔の整備にあっては、競争力要領別紙５別表２（７）

イに規定する単価とする。 

（２）排水口の整備にあっては、競争力要領別紙５別表２

（７）ウに規定する単価とする。 

（３）排水路の整備にあっては、競争力要領別紙５別表２

（７）アに規定する単価とする。 

（４）暗渠排水にあっては、競争力要領別紙５別表２（２）に

規定する単価とする。 

（５）湧水処理にあっては、競争力要領別紙５別表２（３）に

10 水田貯留機能向上推進事業の助成単価は、当該事業種類に

係る事業の受益面積（施工対象の耕地面積）又は施工延長

に、農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成30年３月30

日付け29農振第2605号、29生畜第1500号農林水産省農村振興

局長・生産局長通知。）別紙５別表２（以下「競争力要領別紙

５別表２」という。）に規定された次の助成単価を乗じた額の

合計を補助事業者に助成するものとする。 

（１）畦畔の整備にあっては、競争力要領別紙５別表２（９）

イに規定する単価とする。 

（２）排水口の整備にあっては、競争力要領別紙５別表２

（９）ウに規定する単価とする。 

（３）排水路の整備にあっては、競争力要領別紙５別表２

（９）アに規定する単価とする。 

（４）暗渠排水にあっては、競争力要領別紙５別表２（５）に

規定する単価とする。 

（５）湧水処理にあっては、競争力要領別紙５別表２（６）に
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規定する単価とする。 

（６）特認事業にあっては、競争力要領別紙５別表２（７）エ

に規定する単価とする。 

 

規定する単価とする。 

（６）特認事業にあっては、競争力要領別紙５別表２（９）エ

に規定する単価とする。 

 

第11 その他 

 １ 別表の区分２から４までの事業（２の（３）の事業を除

く。）は、法による土地改良事業以外の事業として実施するも

のとしているので、留意されたい。 

第11 その他 

 １ 別表の区分２から４までの事業は、法による土地改良事業

以外の事業として実施するものとしているので、留意された

い。 

 ２ 本事業で整備された暗渠排水のうち、地域排水型暗渠排水

（農地周辺の宅地等への洪水被害防止等地域排水機能を発揮

する暗渠排水をいう。）であって、市町村又は土地改良区その

他公共的団体が所有するとともに、災害対策基本法（昭和36

年法律第223号）第42条に規定する市町村地域防災計画（都道

府県又は市町村が策定するこれに準ずる計画を含む。）に位置

付けられているものは、地方財政法（昭和23年法律第109号）

第５条第５号に掲げる公共施設に当たる。 

３～６ （略） 

２ 本事業で整備された暗渠排水のうち、地域排水型暗渠排水

（農地周辺の宅地等への洪水被害防止等地域排水機能を発揮

する暗渠排水をいう。）であって、市町村又は土地改良区その

他公共的団体が所有するとともに、災害対策基本法（昭和36

年法律第223号）第42条に規定する市町村地域防災計画（都道

府県又は市町村が策定するこれに準ずる計画を含む。）に位置

付けられているものは、地方財政法（昭和22年法律第67号）

第５条第５号に掲げる公共施設に当たる。 

３～６ （略） 
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＜目    次＞ 

（略） 
＜目    次＞ 

（略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

（注）（略） 

 
（注）（略） 
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（新設） 
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別紙２（実施計画等策定事業に係る運用） 別紙２（実施計画等策定事業に係る運用） 

 

第５ 実施時期 

１ 実施計画策定事業 

実施計画の策定期間は、次の（１）から（４）までのいず

れかとする。 

（１）（略） 

（２）中山間地域（別紙１第２の２に規定する中山間地域をい

う。以下同じ。）、水田農業高収益化計画（水田農業高収益

化推進計画の策定について（令和２年４月１日付け元生産

第2167号・元農振第3757号・元政統第2085号農林水産省生

産局長・農村振興局長・政策統括官通知）に基づいて都道

府県が策定した計画をいう。）の策定地域又は輸出事業計画

（輸出事業計画の認定規程（令和２年４月１日付け農林水

産大臣決定）に基づいて認定された輸出事業計画をいう。）

策定地域に位置する地区の場合にあっては、４年以内とす

る。 

（３）スマート農業（ロボット、AI、IoTなどの先端技術を活用

する農業をいう。）の実現に必要な基盤整備を予定してお

り、スマート農業導入推進計画（別添４）を作成した地区

又は連携管理保全計画（土地改良法第57条の11第１項に規

定する連携管理保全計画をいう。以下同じ。）に別添４の内 

容が記載されている地区の場合にあっては４年以内とする。 

 

第５ 実施時期 

１ 実施計画策定事業 

実施計画の策定期間は、次の（１）から（３）までのいず

れかとする。 

（１）（略） 

（２）中山間地域（別紙１第２の２に規定する中山間地域をい

う。）、水田農業高収益化計画（水田農業高収益化推進計画

の策定について（令和２年４月１日付け元生産第2167号・

元農振第3757号・元政統第2085号農林水産省生産局長・農

村振興局長・政策統括官通知）に基づいて都道府県が策定

した計画をいう。）の策定地域又は輸出事業計画（輸出事業

計画の認定規程（令和２年４月１日付け農林水産大臣決

定）に基づいて認定された輸出事業計画をいう。）策定地域

に位置する地区の場合にあっては、４年以内とする。 

 

（３）スマート農業（ロボット、AI、IoTなどの先端技術を活用

する農業をいう。）の実現に必要な基盤整備を予定してお

り、スマート農業導入推進計画（別添４）を作成した地区

の場合にあっては４年以内とする。 

（４）次に掲げる整備の全て（中山間地域にあっては、次に掲

げる整備のいずれか）を予定しており、省力化整備計画

（別添５）を作成した地区又は連携管理保全計画に別添５

（新設） 
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の内容が記載されている地区（（３）の場合を除く。）の場

合にあっては２年以内とする。 

ア ２ヘクタール以上（北海道にあっては３ヘクタール以

上）の区画（隣接するほ場と均平が図られており、簡易

な畦畔除去により２ヘクタール以上（北海道にあっては

３ヘクタール以上）となる区画を含む。）の整備 

イ 畦畔や施設等の維持管理や水管理の省力化を図る整備 

２ （略） ２ （略） 



- 26 - 
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（別添１）～（別添４）（略） （別添１）～（別添４）（略） 

 

（新設） 
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附 則 

１ この通知は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正後の別紙１の第２の３について、令和６年度以前に要綱第７の申請が行われた地区については、なお従前の例

によることができる。 

３ この通知による改正後の別紙１に規定する農地整備事業について、市町村が事業実施主体となり、又は、改正後の別紙１第５の２

（２）イ若しくはウのうち麦・大豆等の作付に係る要件に該当し、令和７年度採択を希望する場合、事業採択申請書等の提出期限は、

別紙１第７の１（１）又は２の規定にかかわらず、令和７年 10月末日までとする。 

４ この通知による改正後の別紙２第５の１（４）に規定する地区において、実施計画策定事業又は経営体育成促進換地等調整事業の

令和７年度採択を希望する場合、事業採択申請書等の提出期限は、別紙２第６の１の規定にかかわらず、令和７年 10 月末日までとす

る。 


